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 五所川原市特産品加工センター（以下「特産品加工センター」）という。）及び五所川原市総合交

流促進センター（以下「総合交流促進センター」という。）の指定管理者が行う施設の管理基準、

業務の範囲等は、五所川原市山村資源活用施設設置条例（平成１７年五所川原市条例第１６０号。

以下「設置条例」という。に基づき作成される、本基準書の定めるところによる。 

 

Ⅰ 管理の基準 

 １ 管理の基本方針 

指定管理者は、特産品加工センター及び総合交流促進センター（以下「施設」という。）の

設置目的を踏まえ、以下の基本方針に基づいて施設の管理運営を行う。 

  （１）関係法令、条例、規則等を遵守し、施設の設置目的に沿った管理運営を行う。 

  （２）利用者の平等な利用を確保し、差別的取扱いをしないこと。 

  （３）利用者の意見・要望を適切に管理運営に反映し、サービス向上に努めること。 

  （４）費用対効果の高い効率的・効果的な管理運営に努めること。 

 

２ 管理の基準 

指定管理者は、管理の基本方針に則り、下記に掲げる管理の基準を遵守して施設運営を行う

こと。 

  （１）休館日 

     １２月３１日、１月１日及び１月２日 

 

  （２）開館時間 

名称  開館時間 

特産品加工センター 午前８時３０分から午後５時まで 

総合交流促進センター 午前９時から午後６時まで 

 

  （３）利用制限 

     施設の利用の許可を拒み、又は施設の利用を停止する場合は、設置条例第６条の規定に

基づき判断するとともに、あらかじめ市町の承認を得なければならない。 

 

  （４）管理業務に従事する者の配置基準 

     施設を円滑に管理運営するために必要な人員及び資格者を適正に配置すること。 

     なお、特に配置しなければならない人員及びその数は以下のとおりとする。 

      

①統括責任者及び特産品の加工、研究に係る者 １名以上 

②経理事務の経験を有する者及び販売、観光案内業務に係る者 １名以上 

 

    参考 現行の人員配置 

①経理事務の経験を有する者 １名以上   

      

 

（５）守秘義務について 

   指定管理者の役員又は構成員若しくは管理に従事している者又はこれらの者であった

ものは、五所川原市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１７年五所川

原市条例第６５号。以下「手続条例」という。）第９条の規定に基づき、指定管理業務を

通じて知り得た一般に了知されていない事実を第三者に漏らし、自己の利益のために利用

してはならない。 

 

  （６）指定管理者は、手続条例第９条の規定に基づき、五所川原市個人情報保護条例（平成１

７年五所川原市条例第１０号）を例とし、情報漏えいの防止、第三者への情報提供及び目

的外使用の禁止等、適正管理のための内部規定やチェック体制を構築するなど必要な措置

を講じなければならない。 
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  （７）文書等の管理 

     指定管理者が指定管理業務を実施した際に作成した文書その他の帳簿類は、指定期間中、

適切に管理・保管すること。 

 

  （８）指定管理者は、五所川原市情報公開条例（平成１７年五所川原市条例第９号）を例とし、

公の施設としての施設に関する情報の開示及び情報の提供を行うため、必要な措置を講ず

るよう努めなければならない。 

 

  （９）施設の管理に当たっては、本基準書のほか、次に掲げる法令等を遵守し、又は例とし管

理を行わなければならない。 

     なお、指定期間内に条例等が改正された場合は、市はその旨を指定管理者に通知する。 

     

    遵守すべき法令等 

    ①地方自治法（昭和２２年法律第６７号） 

②五所川原市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１７年五所川原市条

例第６５号） 

③五所川原市公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例施行規則（平成１７年五所

川原市規則第５４号） 

④設置条例 

⑤施行規則 

⑥地方自治法施行令 

⑦労働基準法、最低賃金法、労働安全衛生法ほか労働関係法規 

⑧消防法、水道法その他施設又は設備の維持管理又は保守点検に関する法令 

⑨その他関連法令 

 

例とすべき条例 

①五所川原市情報公開条例 

②五所川原市個人情報保護条例 

 

Ⅱ 指定管理者が行う業務 

  （１）設置条例第９条第１項各号に規定する事業の実施 

     指定管理者は、次に掲げる業務を行う。 

     ①施設の利用の許可（以下この頁において「許可」という。）を行うこと。 

②開館時間を変更し、又は臨時に休館すること。 

③許可を拒み、又は許可を取り消し、若しくは施設の利用を停止すること。 

④設置条例第３条各号に規定する業務を行うこと。 

⑤施設及びその附属設備の維持管理に関すること。 

⑥前各号に掲げるもののほか、施設の管理運営に関すること（市長のみの権限に属する

事務を除く。）。 

     実施方法の詳細は別紙１「施設運営業務一覧表」のとおり。 

 

  （２）施設の利用許可等に関する業務 

     指定管理者は、施設利用者に対する案内、利用の受付、施設利用の許可及び不許可並び

に利用調整等に関することを行う。 

  （３）施設、設備等の維持管理に関する業務 

     指定管理者は、施設、設備等を良好な状態で維持し、事故を未然に防止するための日常

点検、法定点検、定期点検等を行う。 

     実施方法の詳細は別紙２「施設管理業務一覧表」のとおり。 

なお、管理業務の一部については、再委託を可能とする。 
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（４）施設の修繕に関する業務 

指定管理者が実施する修繕の範囲は、次のとおりとする。 

なお、次に掲げる修繕で、年額１００ ,０００円未満の範囲において実施できるものは

指定管理者の責任において行うこととし、市への事前承認は不要とする。 

また、次の修繕以外の大規模な修繕については、市と指定管理者との協議により実施す

る。 

     ①施設用備品その他機材に係る簡易な修理 

     ②建物等の簡易な補修（いわゆる小破修繕） 

 

   （５）備品の管理 

     指定管理者は、別紙３「備品一覧表」に掲載する備品の適正な管理を行う。 

 

  （６）その他市長が必要と認める業務 

     ①事業報告書の提出 

      指定管理者は、毎年度終了後３０日以内に、次の事項を記載した事業報告書（任意様

式）を作成し、市に提出しなければならない。 

      ・管理業務の実施状況（人員配置等） 

・管理業務に要した経理等の収支の状況（利用料金収入の実績、収支の内訳等） 

・指定管理者の実施する事業全体の収支の状況（収支の内訳等） 

・管理施設の利用状況（利用者数等） 

・管理施設の利用拒否等の件数及びその理由等 

・その他施設の管理に関する重要な事項、異例な事項又は甲が必要と認める事項 

     注： 指定を取り消された場合にあっては、その指定を取り消された日までの当該年度

の事業報告書を、当該日から３０日以内に提出しなければならない。 

 

②指定管理期間終了に当たっての事務引継ぎ 

 指定管理者は、その指定管理期間の終了に当たって、次期指定管理者が円滑に施設の

管理運営業務を遂行できるよう、適正な事務引継ぎを行うこと。 

 

  （７）指定管理者に権限がない事項 

     次の事項については市長のみに専属した権限であり、市が行う事務である。 

     ①行政財産の目的外使用許可 

②不服申立てに対する決定

 

Ⅲ 責任分担表 

  市と指定管理者との責任分担は次表のとおりとする。 

項          目 指定管理者 市 

施設の管理運営 

（利用の許可関連事務、利用調整、利用促進活動、施設運営に係わる

総務・経理業務等） 

○  

施設の維持管理 

（清掃、建物施設・設備保守点検、設備等法定点検、光熱水費支出等） 
○  

災害時対応（注１） 

（待機連絡体制確保、被害調査・報告、応急措置） 
○ （指示等） 

災害復旧工事（本格復旧）  ○ 

施設、設備等の修繕（注２） 

（施設用備品その他機材に係る簡易な修理、建物等の簡易な補修） 
○ 

（設定金額以

内のもの） 

○ 

施設の設備、改修工事（注３） （承認を得て

実施可） 
○ 
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備品 新規購入（注４） （任意） ○ 

更新  ○ 

利用者の被災に対する賠償責任（注５） ○ 

（管理瑕疵に

よるもの） 

○ 

（左以外） 

施設、設備等の損傷の回復 ○ 

（管理瑕疵に

よるもの） 

○ 

（左以外） 

包括的管理責任  ○ 

  注１： 指定管理者は、施設利用者の被災に対する第一次責任を有し、施設又は施設利用者に

被災があった場合は、迅速かつ適切に対応し、施設利用者の避難及び災害の拡大の防止

に努めるとともに、直ちに市に報告する義務を負う。 

 

  注２： 簡易な修理、補修については、Ⅱ（４）によるものとする。 

 

  注３： 指定管理者が建物又は設備等の使用可能期間を延長させたり、価値を増加させる小規

模改修等を実施しようとする場合は、事前に市の承諾を得なければならない。 

      なお、この場合における当該改修等による資産価値の増加は、指定管理者ではなく市

に帰属するものとする。 

 

  注４： 本市が配置した備品（別紙３「備品一覧表」）は、指定管理者が管理する。配置され

た備品以外で新規に購入を要するものは、原則として市が調達する。 

      指定管理者が自らの判断で購入する備品については、指定管理者に帰属するが、購入

に当たっては市に報告しなければならない。 

 

  注５： 施設内での事故により利用者が被害を受けた場合、施設の欠陥に起因する賠償責任は

市が負うものであるが、指定管理者の管理瑕疵によるものは指定管理者の責任となる。 

      よって、指定管理者の賠償資力を担保するため、指定管理者に対して施設賠償責任保

険への加入を求めるものとする。また、その他リスクに応じた賠償責任保険（生産物賠

償保険等）への加入も必要となる。 

      収支計画の立案及び提出に当たっては、こうした保険料を含めなければならない。 

 

Ⅳ その他 

本基準書に定める指定管理者の管理の基準、業務の範囲等の内容及び処理について疑義が生じ

た場合又は本基準書に定めがない事項については、市と指定管理者とが別途協議して定める。 
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別紙１ 

施設運営業務一覧表 
 

Ｎｏ 業 務 名 項   目 業務内容・仕様等 条件・頻度等 備  考 

１ 

 

 

 

 

 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

特産品加工センター

運営業務 

 

 

 

 

総合交流促進センタ

ー運営業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

自主事業運営業務 

 ・特産品の加工と研究に関すること。 

・特産品の情報発信に関すること。 

・その他、施設の設置目的を達成する

ために必要な事業に関すること。  

 

 

・農産物等の地場産品、飲食物その他

の物品等の販売に関すること。 

・観光情報及び地域情報、道路情報の

発信に関すること。 

・市民及び来訪者の交流の促進に関す

ること。 

・その他、施設の設置目的を達成する

ために必要な事業に関すること。 

 

 

・委託製造に関すること。 

・イベントに関すること。 

・特産品の提供を目的とした、テナン

ト事業に関すること。 

・その他、施設運用のために必要な事

業に関すること。 

通年 

通年 

通年 

 

 

 

通年 

 

通年 

 

通年 

 

通年 

 

 

 

通年 

通年 

通年 

 

通年 
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別紙２ 

施設管理業務一覧表 
 

Ｎｏ 業 務 名 項   目 
３０年度決算額 

（千円） 
業務内容・仕様等 実施頻度 備  考 

１ 

 

 

 

２ 

 

 

 

 

 

 

 

３ 

清掃業務 

 

 

 

環境整備業務 

 

 

 

 

 

 

 

備品等維持管理業務 

  

 

 

 

１６２ 

５８ 

１６９ 

３９ 

５５８ 

２９８ 

 

 

 

 

 

・施設及び施設内の清掃 

・施設調度品の点検補充 

 

 

・施設の修繕 

・消防設備点検業務 

・電気保安業務 

・自動ドア点検業務 

・浄化槽維持管理業務 

・施設警備業務 

 

 

・施設備品等の保守、点検、修繕、

その他一切の管理業務 

通年 

通年 

 

 

通年 

年２回 

年４回 

年２回 

通年 

通年 

 

 

通年 
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別紙３ 

備品一覧表 
 

Ｎｏ 品  名 規  格  等 数量 配置場所 備  考 

 別紙 

「五所川原市特

産品加工センタ

ー備品台帳、総合

交流促進センタ

ー備品台帳」のと

おり 

 

 

   

 


